
令和４年度
介護サービス事業者集団指導
小規模多機能型居宅介護

台東区福祉部 福祉課 指導検査係



 認知症に係る取組の情報公表の推進

 多機能系サービスにおける認知症行動・心理症状緊急
対応加算の創設

 認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

 看取り期における本人の意思に沿ったケアの充実

 通所困難な利用者の入浴機会の確保

 緊急時の宿泊ニーズへの対応の充実

 離島や中山間地域等におけるサービスの充実

 過疎地域等におけるサービス提供の確保

 地域の特性に応じた小規模多機能型居宅介護の確保

 特例居宅介護サービス費による地域の実情に応じた
サービス提供の確保

 リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体
的な推進

 生活機能向上連携加算の見直し

 通所系サービス等における口腔機能向上の取組の充実

 処遇改善加算の職場環境等要件の見直し

 介護職員等特定処遇改善加算の見直し

 サービス提供体制強化加算の見直し

 管理者交代時の研修の修了猶予措置

 介護老人福祉施設等の人員配置基準の見直し

 同一建物減算適用時等の区分支給限度基準額の計算方法
の適正化

 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止

 (令和4年度）介護職員等ベースアップ等支援加算の創設

厚生労働省ホームページ「令和３年度介護報酬改定における改定事項について」及び「令和４年度介護報
酬改定の概要」より、以下の改定事項を抜粋して説明します。

令和３・４年度介護報酬改定における改定事項
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〇認知症行動・心理症状
緊急対応加算が新設

○利用者に「認知症の行
動・心理症状」が認められ、
緊急に短期利用が必要で
あると医師が判断した当
該日又は翌日に利用を開
始した場合に算定（最大７
日間）

⇒ 判断を行った医師名、
日付及び留意事項等を介
護サービス計画書に記録
すること。

多機能系サービスにおける認知症行動・心理症状緊急対応加算の創設
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〇医療・福祉関係資格を有
さない全ての従業者に対
し、認知症介護基礎研修を
受講させるための必要な
措置を講じること。

〇新卒採用、中途採用を問
わず、事業所が新たに採用
した従業者（医療・福祉関
係資格を有さない者に限
る。）に対して、１年以内に
認知症介護基礎研修を受
講させること。

⇒ 令和６年３月３１日まで
は努力義務

認知症介護基礎研修の受講の義務づけ
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○併算定できない訪問入
浴サービスを、小規模多機
能型居宅介護事業者の負
担の下で提供することが
可能であることが明確化

⇒ サービスの提供に関す
る連携方法、費用負担につ
いて、小規模多機能型居宅
介護事業者と訪問入浴事
業者で協議の上、決定する。

通所困難な利用者の入浴機会の確保
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○登録者以外の短期利用
の要件について改定

⇒ 登録者のサービス提供
に支障がないこと。

⇒ 宿泊室に空きがあるこ
と。

⇒ 登録者の宿泊サービス
の利用者と登録者以外の
短期利用者の合計が、宿泊
サービスの利用定員の範
囲内であること。

緊急時の宿泊ニーズへの対応の充実
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〇職場環境等要件の見直し

・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップ
に向けた支援
・両立支援・多様な働き方の
推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性向上のための業務改
善の取組
・やりがい、働きがいの醸成

⇒ 職場環境等要件に基づく
取組の実施について、当該年
度における取組の実施を求
めること。

処遇改善加算の職場環境等要件の見直し
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〇平均の賃金改善額の配
分ルールについて見直し
⇒ 「経験・技能のある介
護職員」は「その他の介護
職員」の「２倍以上とするこ
と」とするルールについて、
「より高くすること」とする。

処遇改善加算について、
「介護職員処遇改善加算、介護職
員等特定処遇改善加算及び介護
職員等ベースアップ等支援加算
に関する基本的考え方並びに事
務処理手順及び様式例の提示に
ついて」も併せてご参照くださ
い。

介護職員等特定処遇改善加算の見直し
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サービス提供体制強化加算の見直し

８

単位数、資格・勤続年数要件（小規模多機能型居宅介護）

加算Ⅰ：７５０単位/月（２５単位/日）
（新たな最上位区分）

加算Ⅱ：６４０単位/月（２１単位/日）
（改正前の加算Ⅰイ相当）

加算Ⅲ：３５０単位/月（１２単位/月）
（改正前の加算Ⅰロ、加算Ⅱ、加算Ⅲ相当）

以下のいずれかに適合すること。
看護師又は准看護師を除く従業者の総
数のうち、
①介護福祉士７０％以上
②勤続１０年以上介護福祉士２５％以上

看護師又は准看護師を除く従業者の
総数のうち、介護福祉士５０％以上

以下のいずれかに適合すること。
①看護師又は准看護師を除く従業者の総数
のうち、介護福祉士４０％以上

従業者の総数のうち、
②常勤職員６０％以上
③勤続７年以上の者が３０％以上



（令和４年度）介護職員等ベースアップ等支援加算の創設

○介護職員及びその他の職
員のそれぞれについて、賃
金改善に要する費用の見込
額の3分の2以上を基本給
又は決まって毎月支払われ
る手当に充てること。

○介護職員処遇改善加算
（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれ
かを算定していること。

○処遇改善に要する費用の
見込額を全ての職員に周知
すること。

「介護職員処遇改善加算、介
護職員等特定処遇改善加算
及び介護職員等ベースアップ
等支援加算に関する基本的
考え方並びに事務処理手順
及び様式例の提示について」
も併せてご参照ください。
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・代表者及び管理者、従業者の員数

・内容及び手続の説明及び同意

・指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針

・小規模多機能型居宅介護計画の作成

・運営規程

・勤務体制の確保等

・秘密保持等

・苦情処理、事故発生時の対応

・サービス提供が過少である場合の減算について

○事業運営に関する留意事項、★過去の指導において指摘の多い事項について説明します。
※区ホームページ「指導基準」で法令、基準等の適合状況をご確認ください。
（「台東区 介護 指導検査」で検索）

小規模多機能型居宅介護に係る留意事項
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○認知症である者
の介護に従事した
経験
⇒ 特別養護老人
ホーム､老人デイ
サービスセンター､
介護老人保健施設､
指定認知症対応型
共同生活介護事業
所等の従業者又は
訪問介護員等とし
て､認知症高齢者
の介護に従事

代表者及び管理者

代表者 ○認知症である者の介護に従事した経験若しくは保健医療・福祉サービス
の経営経験があり、認知症対応型サービス事業開設者研修を修了した者
※代表者交代時においては、半年後又は次回研修日程のいずれか
早い日までに修了することで差し支えない。

管理者 ○事業所ごとに常勤専従１名
認知症である者の介護に３年以上従事した経験があり、認知症対応型
サービス事業管理者研修を修了した者

（以下の場合で、管理業務に支障がないときは兼務可）
①当該小規模多機能型居宅介護従業者として勤務する場合
②事業所に併設する施設サービス、入居サービスに掲げる施設等の職務
に従事する場合
③同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護事業所の職務に従
事する場合
（指定訪問介護、指定訪問看護又は指定夜間対応型訪問介護の事業
を一体的に運営している場合の当該事業に係る職務を含む。）

（東京都台東区指定地域密着型サービスの事業の人員、
設備及び運営等の基準に関する条例（以下「地域密着型
サービス基準条例」）第８４条、第８５条）
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○通いサービス及
び訪問サービス従
業者
⇒ それぞれの
サービスに固定す
る必要はなく、日
中勤務する従業者
全体で通いサービ
ス及び訪問サービ
スを行う。

従業者の員数 ①

小規模多
機能型居
宅介護従
業者

【通いサービス】
常勤換算方法で通いサービスの利用者数が3又はその端数を増すごと
に１以上（利用者数は前年度の平均利用者数を用いる。）

【訪問サービス】
常勤換算方法で１以上

【宿泊サービス】
夜間及び深夜の勤務に当たる者は１以上､及び宿直勤務に当たる者は当
該宿直勤務に必要な数以上
※宿泊サービスの利用者がいない場合で、訪問サービスを提供する
ために必要な連絡体制を整備している時は置かないことができる。
※宿直勤務は、随時の訪問に支障がない体制が整備されているので
あれば、必ずしも事業所内で宿直する必要はない。

上記の従業者のうち１以上の者は､常勤であること。

【看護師又は准看護師】
小規模多機能型居宅介護従業者のうち１以上
※常勤を要件としておらず、毎日配置する必要はない。

【地域密着型サービス基準条例 第８３条】
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従業者の員数 ②

介護支援
専門員等

事業所ごとに配置（非常勤でも可）
小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修を修了した者
※以下の業務に従事すること。
①登録者の小規模多機能型居宅介護以外の居宅サービスを含めた
「居宅サービス計画」の作成
②法定代理受領の要件である小規模多機能型居宅介護の利用に関す
る区への届出の代行
③「小規模多機能型居宅介護計画」の作成

（利用者の処遇に支障がない場合は以下の職務に兼務可）
①管理者
②当該小規模多機能型居宅介護従業者
③事業所に併設する施設サービス、入居サービスに掲げる施設等の
職務

※サテライト型事業所においては、介護支援専門員を配置せず､小規模
多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する小規模多機能型サービ
ス等計画作成担当者研修を修了した者を置くことができる｡

【地域密着型サービス基準条例 第８３条】 ○サテライト型事
業所における居宅
サービス計画の作
成、区への届出の
代行については、
本体事業所の介護
支援専門員が行わ
なければならない。
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【地域密着型サービス基準条例 第1０９条準用（第10条）】

・指定小規模多機能型居宅介護の提供の開始に際し、予め、利
用申込者又はその家族に対し、重要事項を記した文書を交付
して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意
を得ているか。

【重要事項を記した文書】

①重要事項に関する規程概要 ②小規模多機能型居宅介護従
業者の勤務体制 ③事故発生時の対応 ④苦情処理の体制
⑤第三者評価の実施状況（実施の有無，直近の実施年月日，評
価機関の名称，評価結果の開示状況） ⑥その他

○利用者又は家族への説
明と同意の手続きを行っ
ていること。

○重要事項説明書等の内
容に不備がないこと。

内容及び手続の説明及び同意
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【地域密着型サービス基準条例 第９３条】

・利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう､地
域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ､利用者の心身の状
況､希望およびその置かれている環境を踏まえて､通いサービス､訪
問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることにより､妥当
適切に行われているか。

・通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態が続
いていないか。

・登録者が通いサービスを利用していない日においては､可能な限り､
訪問サービスの提供､電話連絡による見守り等を行う等登録者の居
宅における生活を支えるために適切なサービスを提供しているか。

○運営推進会議に通い
サービス等の回数を報告
し、評価を受けること。

○通いサービスの利用
者が登録定員の３分の１
以下とならないこと。

○利用者が適切にサー
ビスが利用できるよう宿
泊サービスの調整を行う
こと。

○利用者1人に対して、
通い、訪問、宿泊サービ
スを合わせて概ね週4回
以上行うことが目安

指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針 ①
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【地域密着型サービス基準条例 第９３条】

・指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、当該利用者又
は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場
合を除き、身体拘束等を行っていないか。

・やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際
の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得なかった理由を記録し
ているか。

○ 「緊急やむを得ない
場合」であるか、極めて
慎重に検討すること。
（「切迫性」「非代替性」
「一時性」を満たしている
か。）

○利用者や家族に対して
説明し、理解を得ること。

指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針 ②

【身体拘束禁止の対象となる具体的行為の例】
①車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛ったり、ベッドを柵 （サイドレール）
で囲む。
②手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつけたり、介護衣（つなぎ服）を着せる。
③Ｙ字型拘束帯や腰ベルト、車椅子テーブルを付けたり、立上りを妨げるような椅子を
使用する。
④落ち着かせる為に向精神薬を過剰に服用させたり、自分の意思で開閉不可の居室等
に隔離する。
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○給付管理業務を行うこ
と。
⇒ 居宅介護支援の利用
申込～居宅サービス計画
の作成～給付管理票の
国保連への提出

★サービス担当者会議に
おいて、担当者の参加や、
欠席時における意見照会
の記録が確認できない。

★個別サービスを利用し
ているにもかかわらず居
宅サービス計画への記載
が不十分。

【地域密着型サービス基準条例 第９４条】

・介護支援専門員に､登録者の居宅サービス計画の作成に関する
業務を担当させているか。

※サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所に小規模多機
能型サービス等計画作成担当者研修の修了者を配置する場合、居
宅サービス計画の作成については、本体事業所の介護支援専門員
が行うこと。

・介護支援専門員は､登録者の居宅サービス計画の作成に当たっ
ては､東京都台東区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の
基準に関する条例第1６条各号に掲げる具体的取組方針に沿って
行っているか。

居宅サービス計画の作成
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〇利用者の「多様な活
動」
⇒ 地域の特性や利用
者の生活環境に応じた
レクリエーション、行事、
園芸、農作業などの利
用者の趣味又は嗜好に
応じた活動など。

【地域密着型サービス基準条例 第９７条】

・介護支援専門員に､計画の作成に関する業務を担当させているか。

・計画の作成に当たっては､地域における活動への参加の機会の提供
等により､利用者の多様な活動の確保に努めているか。

・利用者の心身の状況､希望およびその置かれている環境を踏まえて､
他の従業者と協議の上､援助の目標､当該目標を達成するための具体
的なサービスの内容等を記載した計画を基本としつつ､利用者の日々
の様態､希望等を勘案し､随時適切に通いサービス､訪問サービスおよ
び宿泊サービスを組み合わせた介護を行っているか。

・計画の作成に当たっては､その内容について利用者又はその家族に
対して説明し利用者の同意を得ているか。また、利用者に交付してい
るか。

・計画の作成後においても､常に計画の実施状況および利用者の様態
の変化等の把握を行い､必要に応じて計画の変更を行っているか。

小規模多機能型居宅介護計画の作成
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【地域密着型サービス基準条例 第１０１条】
運営における以下の重要事項について定めているか。

①事業の目的及び運営の方針

②従業者の職種、員数及び職務の内容（人員基準を満たす範囲で「○人以
上」と記載することも差し支えない。）

③営業日及び営業時間（営業日は365日、訪問サービスは24時間、通い
サービス及び宿泊サービスはそれぞれの営業時間を記載すること）

④指定小規模多機能型居宅介護の登録定員ならびに通いサービスおよび
宿泊サービスの利用定員

⑤指定小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料その他の費用の額

⑥通常の事業の実施地域

⑦サービス利用に当たっての留意事項

⑧緊急時における対応方法

⑨非常災害対策

⑩虐待の防止のための措置に関する事項（令和６年３月31日までの間は
努力義務とする）

⑪その他運営に関する重要事項

運営規程

○運営規程と重要事項
説明書の整合性を取る
こと。
⇒ 運営規程の記載内
容に変更が生じた場合
は区への届出が必要

★運営規程の内容が不
十分（記載がない、記載
内容が古い等）。
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【地域密着型サービス基準条例 第１０９条準用（第６０条の１３）】

・事業所ごとに従業者の勤務体制を定めているか。

・事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者の
日々の勤務時間､常勤・非常勤の別､専従の生活相談員､看護職員､
介護職員及び機能訓練指導員の配置､管理者との兼務関係等を明
確にしているか。

・指定小規模多機能型居宅介護事業者は､事業所ごとに､当該事業
所の従業者によって指定小規模多機能型居宅介護を提供している
か。

※利用者の処遇に直接影響を及ばさない業務については､この
限りでない。

・ 従業者の資質向上のために研修の機会を確保しているか。その
際、医療・福祉関係資格を有さない全ての介護従業者に対し、認知
症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じ
ているか。

○事業所ごとに勤務表
及び勤務実績を作成す
ること。

○研修への参加の機会
を計画的に確保すること。

★人員配置や兼務関係
について適切でない状
況が散見された。

勤務体制の確保等
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【地域密着型サービス基準条例 第1０9条準用（第36条）】

・小規模多機能型居宅介護事業所の従業者は、正当な理由なく、
その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしていな
いか。

・小規模多機能型居宅介護事業者は、従業者であった者が、正当
な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を
漏らすことがないよう、必要な措置を講じているか。

・小規模多機能型居宅介護事業者は、サービス担当者会議等にお
いて、利用者の個人情報を用いる場合は当該利用者の同意を、
利用者の家族の個人情報を用いる場合にあっては当該家族の同
意を、あらかじめ文書により得ているか。

○個人情報利用同意に
ついて、家族からの同意
を得ること。
⇒ 利用者家族の個人
情報を用いる場合は、利
用者家族の同意を取る
ことが必要。

★秘密保持誓約書に退
職後の秘密保持につい
ての取り決めがない。

秘密保持等
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苦情処理【地域密着型サービス基準条例 第1０9条準用（第
39条）】

・苦情処理の連絡先、苦情処理の体制及び手順等を定めているか。

・苦情の受付、内容等を記録しているか。

・苦情の内容を踏まえたサービスの質の向上の取組を行っているか。

事故発生時の対応【地域密着型サービス基準条例 第1０9条
（第４１条） 】

・事故発生時の対応方法は定めているか。

・速やかに区、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支
援事業者等に連絡を行っているか。

・賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う
ための対策を講じているか。

・再発防止のための取組を行っているか。

○苦情相談窓口の連絡
先の記載、掲示
・保険者（台東区の場合：
介護保険課事業者担当）
・国保連（苦情相談窓口）

〇事故発生時は区（介護
保険課事業者担当）に事
故報告書を提出すること。
⇒ 緊急を要するもの、
判断に迷う場合は、電話
等で経過報告を行い、指
示を受けること。

苦情処理・事故発生時の対応
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【地域密着型サービス基準条例 第1０9条準用（第６０条の１
７）】

・運営推進会議を概ね２月に１回以上、開催しているか。

※利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療関係
者、区又は地域包括支援センターの職員、有識者等により構成

※サービスの提供状況等を報告し評価を受けるとともに、必要
な要望、助言等を聴く機会を設けること。

・１年に１回以上、事業所が提供するサービスについて自己評価
を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議に
おいて外部評価を行っているか。

※外部評価を行う運営推進会議は、単独で開催すること。

・提供した小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦
情に関して、区等が派遣する者が相談及び援助を行う事業そ
の他の市町村が実施する事業に協力するよう努めているか。

○通い、宿泊サービスの
提供回数等の活動状況
を報告すること。

○テレビ電話装置等の活
用や、複数の事業所によ
る合同開催が可能
⇒ 利用者からの同意や
個人情報保護、開催回数
などの要件あり。

○報告、評価、要望、助言
等についての記録を作成
するとともに、当該記録
を公表すること。

地域との連携等
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【指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する
基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額
の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
第２の５（３）】

・登録者１人当たり平均回数が週４回に満たない場合は、所定単位
数の100分の70に相当する単位数を算定

・通いサービスを複数回利用する場合、複数回の算定が可能

・1回の訪問を1回の訪問サービス提供回数として算定する。

※登録者宅を訪問して見守りの意味で声掛け等を行った場合
でも回数に含めることができる。

・宿泊サービスは1泊を1回として算定する。

※通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合、それぞ
れを1回とし、計2回で算定する。

○暦月ごとに平均提供回
数を算定し記録すること。
⇒ 基準に満たない場合
は、介護報酬請求時に減
算を適用する。

○登録者が月の途中に
利用を開始又は終了した
場合は、算定時に日数を
控除する。

〇電話による見守りは
サービス提供回数に含め
ることができない。

サービス提供が過少である場合の減算について

２４

通い、訪問、宿泊サービスの提供回数の合計数
× ７

当該月の日数 × 当該事業所の登録者数



 厚生労働省HP 介護保険最新情報
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/in
dex_00010.html

 厚生労働省HP 介護報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/h
ousyu/index.html

 厚生労働省HP 介護サービス関係Ｑ＆Ａ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/q
a/index.html

 東京都福祉保健局HP 東京都かいてき便り
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/info/

 台東区HP 介護保険事業者向けサービス
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/index.html

 台東区HP 介護サービス事業者等の指導・監査
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/jigyosyasido/kaigosid
ou.html

ホームページ紹介
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